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退職所得に係る市民税・都民税の特別徴収について

〇課税の対象となる方

退職手当等の支払を受けるべき日（通常は退職した日）の属する年の

１月１日現在、八王子市に居住している方です。

〇税額の計算（令和8年１月現在に適用される法令に基づく)
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(100円未満)の端数切捨て

〇特別徴収票を提出する対象

令和8年1月1日以後、退職手当等の支払を受ける八王子市に居住しているす

べての方です。（地方税法第328条の14、地方税法施行規則第2条の5の3）

〇納入方法

退職手当等の支払時に徴収した税額を、徴収した月の翌月の10日（金融機

関が休業日の場合は翌営業日）までに納入してください。

また、給与に係る特別徴収税額と併せて納付していただくことも可能です。

〇納入済通知書の記載方法

裏面をご確認ください。

〇注意事項

個人事業主または退職者が３名以上の場合は「退職所得納入申告書」を

使用して下さい。用紙は、下記の市ＨＰからダウンロードしてください。

※退職所得控除を控除した残額を2分の1する措置が適用されない場合

⒈ 特定役員退職手当等に係る退職所得の計算をする場合

特定役員退職手当等とは、役員等（次に挙げる人をいいます）としての勤続年数が５年以下

である人が支払いを受ける退職手当等のうち、その役員等勤続年数に対応する退職手当等と

して支払いを受けるものをいいます。

①法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び精算人並びにこれら以外の者

で法人の経営に従事している一定の者、②国会議員及び地方公共団体の議会の議員、③国家

公務員及び地方公務員。

⒉ 令和4年1月1日以降に支払いを受ける役員等以外かつ勤続年数が5年以下の方で、退職手当等

の収入金額から退職所得控除額を控除した残額のうち、300万円を超える部分。

※適用外の
場合あり

税額計算の際は、下記の市ＨＰから住民税試算システムをご利用ください。

退職所得に対する市民税・都民税については、所得税と同様に他の所得と区別して、退職所得等の支払者（特別徴収義務者）が自ら計算し、その支払

いの際、特別徴収することになっています。

なお、死亡退職したことにより支払われる退職所得は相続税の課税対象となりますので、住民税は課税されません。

【問合せ先】 八王子市 住民税課 特別徴収担当
電話 ０４２－６２０－７３５４（直通）

https://www.city.hachioji.tokyo.jp/kurashi/zeikin/001/003/003/p024018.html

https://www.city.hachioji.tokyo.jp/kurashi/zeikin/001/003/003/p020323.html

トップ > くらしの情報 > 税金 > 税金について > 市民税・都民税（特別徴収含む）

> 市民税・都民税 給与所得等に係る特別徴収に関するもの（給与から差引く市民税・都民税）

> 退職所得に対する市民税・都民税の特別徴収

トップ > くらしの情報 > 税金 > 税金について > 市民税・都民税（特別徴収含む）

> 市民税・都民税 給与所得等に係る特別徴収に関するもの（給与から差引く市民税・都民税）

> 給与所得等に係る特別徴収に関する各種届出書等について（書式ダウンロード）
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